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和泉市公共施設等総合管理計画の改訂について（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等総合管理計画とは 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

    

 

 

 

 

計画改訂の理由 

  公共施設等総合管理計画が策定された平成 28 年度以降、和泉市では、さまざまな公共施設に関する

個別の計画が策定され、まちづくりや公共施設の再編などに関する多くの取組みの検討が進みました。 

  そこで、それらの新たな取組みの内容を反映し、社会情勢の変化に合わせて、目標数値などの再検証

を行うことで、計画内容の充実を図るため、公共施設等総合管理計画改訂版を策定するものです。 

 

改訂版の策定時期 

  令和４年１２月末 

   

必要なサービスを 

維持しながら 

 

施設の複合化・統合・ 

民営化等を図る 

基本となる考え方 

人口減少や少子高齢化など激変する時代にあっても、和泉市の必要な公共サービ

ス・機能を確保するために、公共施設の量と質の最適化をめざすものです。 

そのままの規模で 

 

 

ずっと維持すると・・・ 

・人口の減少や、ニーズの変化によって、 

利用者は減少するが、維持管理費用はそのまま 

 ⇒ このままでは、和泉市の財政運営は 

どんどん厳しくなる・・・ 

⇒ 結果的に、将来的な市民ニーズに対応する

ための財源も不足する 

施設更新や維持管理にかかるコストが下がる！ 

 ⇒ 削減されたコストで 

○必要な施設を維持する 

○教育・子育て・福祉の充実など、その他

の市民サービスを確保する     etc 

公共施設等総合管理計画の目的と基本方針 

 

公共施設等総合管理計画は、人口減少・少子高齢化社会においても、 

必要な市民サービスを確保するために、公共施設の最適配置を検討するプランです。 

 

 現在の公共施設  

このように、公共施設等総合管理計画は「公共施設の量と質の最適化」をめざしており、施設の統

廃合や民営化など、単に「施設を減らす」だけではなく、「新しい機能を創る」プランです。これから

も、市民の皆さんと協働し、意見交換等を行いながら、和泉市の未来を創る取組みを進めます。 
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公共施設等総合管理計画に基づき、実施を検討している事業 

 （仮称）槇尾学園の整備  

 
 

 富秋中学校区等におけるまちづくり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 北西部地域の公共施設再編  

 

施設の更新と合わせて、 

教育環境の充実を図ります。 
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ここまでの『公共施設等総合管理計画の目的と基本方針』を踏まえて、以下に示す、『計画改訂のポイ

ント』について、ご意見を募集します。 

 

 

 

 

 

  

 概要  

計画期間：平成 29年度～令和 28 年度（30 年間） 

対象施設：和泉市が保有する全ての公共施設等及び当該施設等が立地する土地 

基本目標：令和 28年度までに現在の公共施設の延床面積から 70％まで縮減する 

 

 計画の構成  

 

 

 改訂の考え方  

（１）基本目標の再検証 

（２）基本目標達成に向けた見通しの確認 

（３）基本目標達成に向けた公共施設全般の基本方針の整理・基本方針に基づく個別施設の方針整理 

  

計画改訂のポイント 
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 主な改訂内容  

（１）基本目標の再検証  

■「更新可能額」と「今後必要な更新費用」の試算結果を比較（当初計画と同様の方法） 

①更新可能額（過去の実績額から算出） 

過去 10 年間（Ｈ23～Ｒ2）の建設事業費の平均額 

⇒１年あたり約 53億円（下記の今後必要なインフラ施設の更新費用を除くと約 42 億円）   

②今後必要な更新費用 

計画期間内において、今後必要となる普通会計対象施設の更新費用 

⇒建物：約 1,416 億円（１年あたり約 57 億円） 

インフラ：約 282 億円（１年あたり約 11億円） 

 

⇒➀と②を比較すると、今後必要な更新のうち、約 74％しか更新できない。（当初計画：約 75％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                  

 

 

 

（２）基本目標達成に向けた見通しの確認 

  ＜延床面積の見込み＞ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画改訂のポイント 

■少子高齢化等も鑑み、将来への負の遺産とならないよう取り組む必要があることから、 

目標数値は当初計画の目標を継承 ⇒ 基本目標：現在の総延床面積から70％まで縮減 

 

約 42 億

円 

約 57 億

円 

①更新可能績 ②今後必要な更新費用 

このままだと 

更新できない 

このままなら 

更新できそう 

（全体の約 74％） 

532,777 ㎡ 

Ｒ３ 予定している取組み後 

437,670 ㎡ 

基本目標 

▲95,107 ㎡ 

（▲18％） 

さらに 

▲64,727 ㎡ 

（▲12％）が必要 

計画上、 

ここまでは決定 

＜基本目標＞ 

Ｒ3 から 30％縮減 

372,943 ㎡ 
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（３）基本目標の達成に向けた公共施設全般の基本方針の整理・基本方針に基づく個別施設の方針整理 

 

■基本目標達成（残り 12％の延床面積の縮減）に向けて 

今後重要なのは「必要な公共サービス・機能を確保すること」であり、決して「全ての施設を縮小 

する」、「新たな施設を整備しない」ということではありません。 

「施設を残すこと」より、「必要なサービス・機能を確保すること」をめざし、民間活力の活用等、 

さまざまな手法を用いて、公共施設の量と質の最適化を図りながら、市民の豊かな生活の実現に向け 

て取組みを進めます。 

基本目標達成に向けて、まずは、現在予定している今後の取組みを着実に実行するための進捗管理

に取り組みます。 

また、基本目標の達成をめざすためには、継続的に公共施設の再編を進める必要があることから、

社会情勢の変化等を注視しながら、必要に応じて公共施設のあり方等の検討に取り組んでいきます。 

 

■基本目標達成に向けた公共施設全般の基本方針の整理（新たな方針の追加） 

・公共施設の建替え検討時における、複合化や近隣類似施設の活用、規模の縮小、廃止等の検討 

・新たな公共施設の整備検討時における、将来的な需要見込みも踏まえた適正規模等の検討 

・公共施設の民間への譲渡や売却、民設民営への移行等の検討 

・行政のＤＸ化等の推進による市民サービスの向上 

  

■基本方針に基づく個別施設の方針整理（各個別施設計画の内容反映等） 

   改訂版 当初計画 
学校教育系施設 施設一体型義務教育学校が予定され

ていない校区においても、原則既存
校舎等長寿命化を図るが、良好な教
育環境の確保を念頭に、建替え、統
合、施設一体型義務教育学校の導入
の検討を進める。 

（富秋中学校区、南松尾はつが野校
区、槇尾中学校区を除き）施設一体
型義務教育学校をめざすのではな
く、原則、建替え・長寿命化を図
る。※児童生徒数が著しく変化した
場合には見直し 

市営住宅 戸数：1,189 戸まで縮減 
継続管理となる市営住宅について
も、富秋中学校区の集約建替え完了
後には、必要な時期に再度、あり方検
討を進める。 

戸数：1,500 戸以下に縮減 

(仮称)北部総合ス
ポーツセンター 

(仮称)北部総合スポーツセンターの
候補地、整備内容の検討を進める。 

記載なし 

老人集会所 南松尾はつが野地区における老人集
会所の整備時期等の検討を進める。 

記載なし 

小栗の湯 当面の間、運営継続するが、利用者数
の推移等を勘案し、あり方検討を進
める。 

長寿命化に努め、民間活力の有効活
用を検討。 

和泉診療所 民設民営の可能性を含め、民間活力
の有効活用によるあり方検討を進め
る 

民間活力の有効活用を含め、施設の
あり方を検討。 

産業振興プラザ 民間でも管理運営が可能であれば、
民間への譲渡等の検討を進める。 

長寿命化を進める。 

  

計画改訂のポイント 
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＜参考情報（和泉市の状況）＞ 

 

（１）人口 

 

 

（２）財政（歳出の推移） 

  

 

（３）公共施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜総人口＞ 

Ｈ27：187,166人 

Ｒ３ ：184,813人 

 

 

＜人口推計＞ 

Ｒ22 

上位推計：179,000 人 

下位推計：162,600 人 

＜歳出総額＞令和２年度：約 869億円 

■公共施設の築年数別延床面積割合 ■公共施設の用途別延床面積割合 


